
「行田市行財政改革プログラム」の令和元年度の取組実績
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進捗状況の推移
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※未着手の項目は無し ※未着手の項目は無し

平成２６年１１月に策定した「行田市行財政改革プログラム」（計画期間：平成２６年度から令和２年度までの７年間）について、令和元年度の進捗状況や
これまでの取組みによる効果を報告します。

２．令和元年度の取組による財政効果額

大項目 取組項目
財政効果
（千円）

① 市有施設の活用、方針検討 南河原支所空きスペースの賃貸 等 １２３

② 健全な財政運営の推進 特定目的基金の整理、統合 ３３５，１９２

③ 受益者負担の適正化 使用料・手数料等の見直し ３１，５７４

④ 市有財産等の売却、貸付の促進 遊休市有地の売却・貸付 等 １２，８８０

⑤ 広告料収入の確保 市ホームページのバナー広告掲載の見直し 等 ９１

⑥ 市税等の賦課、徴収強化 未申告調査の強化 等 ３８，１１０

⑦ 定住の促進 子育て世帯定住促進奨励金事業の推進 ※1 △３０，０００

⑧ 企業誘致の促進 企業立地奨励金事業の推進 ３１，７６９

⑨ 自主財源の確保 基金の効率的な運用 １６，６６１

歳入確保の合計 ４３６，４００

大項目 取組項目
財政効果
（千円）

① 事務事業の見直し 学校用務代行員の見直し ６６１

② 市有施設の活用、方針検討 市有施設の活用、方針検討 ２０

③ 公共工事コストの削減 道路工事資材の見直し ５，６８９

④ 行政コストの削減 公共施設への新電力の導入 等 ５７，９３２

⑤ 健全な財政運営の推進 主な財政指標の改善 ９，１１９

⑥ 補助金等の見直し 補助金等の見直し ４４，９７７

⑦ 市有財産等の売却、貸付の促進 不用道路敷、水路敷の売却 ７２０

歳出削減の合計 １１９，１１８

※1 財政効果額について、単年では奨励金の交付によりマイナス計上となっているが、制度導入
時からの定住世帯の市税等の継続的効果額を含めるとプラス計上となっている。

＜歳入＞ ＜歳出＞

財政効果額 Ⓐ ＋ Ⓑ ５５３，２３８千円

Ⓐ Ⓑ

資料３



平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 合計（単位：千円）

歳入確保
（単年度）

１４４，８０７ ２４４，０５１ ３７９，１６７ １４０，２２７ １２３，６４５ ４３６，４００ １，４６８，２９７

歳入確保
（継続的効果額）

― ０ ０ ５１，７６０ １１０，３１０ １８８，８９８ ３５０，９６８

歳入確保の合計 １４４，８０７ ２４４，０５１ ３７９，１６７ １９１，９８７ ２３３，９５５ ６２５，２９８ １，８１９，２６５

歳出削減
（単年度）

６３，９１８ ５７，５６４ ８７，１１４ ７３，２５８ ９４，５１４ １１９，１１８ ４９５，４８６

歳出削減
（継続的効果額）

― ３４，１７０ ３５，１２４ ３８，１９０ ６２，２８０ ７７，６４２ ２４７，４０６

歳出削減の合計 ６３，９１８ ９１，７３４ １２２，２３８ １１１，４４８ １５６，７９４ １９６，７６０ ７４２，８９２

財政効果額 ２０８，７２５ ３３５，７８５ ５０１，４０５ ３０３，４３５ ３９０，７４９ ８２２，０５８ ２，５６２，１５７

３．財政効果額の推移

５．行財政改革の今後の取組

○ 令和２年度が本プログラムの最終年度であることから、進捗が遅れている取組に対
して取組の強化を行う。

〇 さらなる歳入確保や歳出削減に取り組むことで財源を確保するとともに、市民サー
ビスの向上や、市民の安心・安全に資する取組を重点的に行っていく。

４．財政効果以外の効果

取組項目 現れた効果

公共施設等総合管理計画
及び個別施設計画の策定

「行田市公共施設等総合管理計画」及び「行田市公共施設マネジメント計画」
で示した各施設の方針に向けた具体的な対策を示す個別施設計画の策定に着
手した。

子育て世帯定住促進奨励金
事業の促進

子育て世帯の市内定住促進につながり、人口減少の歯止め及び市税の確保が
図ることができた。
（令和元年度申請件数：１７１件 子育て世帯の定住人口増加数：６１７人）

「湯ったりあったか」元気倍増
事業の拡充

これまでの提携先に加え、新たに長野県山ノ内町と協定を締結した。

※継続的効果額…経常的事業の見直しや人件費の削減等、改革による効果が、その実施年度
以降にも及ぶものの効果額のこと
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財政効果額の推移 （単位：千円） ６年間の財政効果額の累計 約２５．６億円

＜参考＞計画期間全体の財政効果見込額 約３１億円


